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担当課 県央振興局道路第二課
担当課長名 寺尾　光之

諫早市栗面町
諫早市貝津町

事業
区分

道路改築事業

一般県道諫早外環状線（諫早インター工区）は地域高規格道路「島原道路」の一部を成し、諫早市栗面
町から貝津町に至る延長約4kmの自動車専用道路である。

諫早外環状線は島原半島地域と県央地域の交流を促進し地域活性化を目指すことと、環状道路として
諫早市中心部の渋滞緩和を目的としている。また、 島原道路の一部として広域ネットワークを形成し、
島原半島地域から九州横断自動車道、空港、新幹線駅など広域交通拠点へのアクセス向上、島原半
島地域と長崎・県央地域との地域連携強化、地域産業の活性化に寄与する。

起終点

事業概要

事業の目的・必要性

延長 4.30km

事業概要図
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事後評価結果 （令和 6 年度）

事業名
一般県道諫早外環状線
（諫早インター工区）
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億円
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39交通事故減少便益

維持管理費 2.0 H
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整理番号

長崎県

道建-1
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実　績
（名目値）

工事着手
供用年

476
641

456
624

23
1

26

-

基準年億円

件-件→-
交通事故減少
（供用前現道→供用後現道）

476

5,800～18,500

448.9

-

29 年

（実績）
倍1.7

変
動

変
動

倍

B/C 総費用

-旅行速度向上 - km／h

事業期間

交通量
（当該路線）

事業費

事業化年度
都市計画決定

用地着手

（R22推計）
台／日

総便益 641.4

（供用前現道→当該路線）

分析結果 事業費
整備対効果
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維持管理費

億円 基準年
531

10.1
101走行経費減少便益

分析結果
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1.04
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B/C 総費用 624
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総費用（C)

総費用（C)

基準年度

対象区間

供用中

事業中

調査中

高速道路
国道
主要地方道
一般県道

諫早市

雲仙市

島原市

南島原市

森山拡幅
5.0km

愛野森山

バイパス

1.8km

吾妻愛野
バイパス
1.7km

瑞穂吾妻

バイパス

L=6.4km

出平有明バイパス
3.4km

島原市下折橋町
～島原市出平町
2.2km

島原中央道路
4.5km

島原深江道路
4.6km

高規格道路「島原道路」Ｌ＝約50km

大村市

長崎市

長与町
諫早IC

諫早駅

新大村駅

長崎駅

長崎空港

国立病院
長崎医療センター

有明瑞穂
バイパス
10.4km

長野～栗
面工区
2.7km

諫早
インター
工区
4.3km



　特になし。

特になし。

特記事項

客観的評価指標に対する事後評価項目

事
業
の
効
果
等

事
業
に
よ
る
環
境
変
化

・栗面IC付近における企業の進出、定時性の確保による物流の効率化等

その他評価すべきと判断した項目

環境影響評価に対する項目

・国道34号、国道57号の交通量の減少（最大約9,900台/12h、33%減）
・国道57号鷲崎町交差点の渋滞長が最大約120m減少
・長崎方面及び福岡方面から島原半島までの拠点所要時間がピーク時において約10分短縮。

　特になし。

事業を巡る社会経済情勢等の変化

島原道路全体としての整備効果を発揮するためには、未整備区間の整備が必要である。

（同種事業の計画・調査のあり方や事業評価手法の見直しの必要性）

南諫早産業団地の建設により、今後交通量の増加が見込まれる。

対応方針

（今後事後評価の必要性及び改善措置の必要性）
当該事業に係わる対応方針

諫早外環状線の整備に伴い、所要時間の短縮や主要渋滞箇所の解除、沿線地域の生活環境改善等
の当初想定した事業効果がみられることから、今後の事後評価の必要性、改善措置の必要性はないと
判断している。
同種事業に係わる対応方針

その他評価すべきと判断した項目














